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序　　文序　　文序　　文序　　文序　　文

　モンゴル国母と子の健康プロジェクトは、平成９年10月から、５年間の協力期間でウランバー

トル市、ウブルハンガイ県の同国保健社会福祉省関係機関において予防接種拡大計画（ＥＰＩ）お

よびヨード欠乏症（ＩＤＤ）対策の一環としてＥＰＩ対象疾病、ＩＤＤの実験診断能力技術およ

びＥＰＩ、ＩＤＤ対策にかかる啓蒙普及技術の移転を実施しているものです。

　平成10年６月、協力開始後、約８カ月あまりが経過し、上記技術移転の活動が軌道に乗りつつ

あるところ、国際協力事業団は、本プロジェクト派遣中の専門家の活動状況、モンゴル国側の対

応等、現状を確認し、プロジェクト実施上の問題点把握と今後の対応策について、両国双方で協

議することとし、６月17日から６月24日までの日程で、財団法人医療情報システム開発センター

理事長仲村英一氏を団長として、運営指導調査団を派遣しました。本報告書は、その調査結果を

取りまとめたものです。

　ここに本調査にご協力を賜りました関係各位に、深甚なる感謝の意を表しますとともに、プロ

ジェクトの効果的な実施のために、今後とも、ご指導ご鞭撻をお願い申し上げます。

　平成10年７月
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１．１．１．１．１．運営指導調査団派遣運営指導調査団派遣運営指導調査団派遣運営指導調査団派遣運営指導調査団派遣

１－１　調査団派遣の経緯と目的

　モンゴル国（以下、モンゴル）においては、1960年代初頭より予防接種拡大計画（ＥＰＩ）が

開始され、現在まで国際機関等の援助によるワクチンの調達で高い接種率を確保しており、今後

はワクチンの確保を含め、ＥＰＩの自立運営に向けての支援が必要となっている。一方、同国に

おけるヨード欠乏症（ＩＤＤ）は深刻な健康問題であり、1992年の保健社会福祉省／国際連合児

童基金（ＵＮＩＣＥＦ）の全国甲状腺腫調査によると、首都ウランバートルの学童および妊娠可

能年齢女性におけるＩＤＤによる甲状腺肥大は40％を超えており、またＩＤＤによるものと思わ

れる子供の知能の発達障害や死産も多くみられ、ヨード塩の普及などによる対策が急がれている。

このような状況のなか、同国政府は1990年９月に国際連合が開催した「子供のための世界サミッ

ト」に参加、1993年５月には「モンゴルにおける子供の発達のための国内行動計画」を取りまと

め、近年、同計画に盛り込まれているＥＰＩおよびＩＤＤ対策を政府の強い指導のもとで積極的

に推進している。同国政府は、本計画の一環として、特に母と子の健康、プライマリ・ヘルスケ

アの観点からＩＤＤを撲滅し、ＥＰＩの自立運営を達成すべく、1996年７月、わが国に対し、Ｉ

ＤＤ対策およびＥＰＩにかかるプロジェクト方式技術協力を要請越した。

　上記要請に基づき、わが方は1997 年８月５日に次の内容の協力を行うこととし、討議議事録

（Ｒ/Ｄ）の署名・交換を行った。

①ＩＤＤおよびＥＰＩ対象疾病の実験室診断機材の整備、スタッフの育成

②ヨード塩製造機の設置、スタッフの訓練

③製塩工場、小売業者へのＩＤＤ対策に関する指導

④ＩＤＤ対策およびＥＰＩに関する啓蒙の推進

⑤ＩＤＤ対策およびＥＰＩに関する疫学調査、スタッフの育成・強化

⑥コールドチェーンシステムの整備、スタッフの訓練

　現在、プロジェクト開始後、約８カ月が経過し、一定の進捗がみられるところ、現状における

課題として次の点が報告されている。

①カウンターパートのプログラム管理能力の不足

②ヨード以外の微量栄養素（ビタミンＡ、鉄、ビタミンＤ）欠乏問題への対策

③ワクチン、注射器、注射針を継続的に購入するための資金の不足

④ＥＰＩ活動を推進するためのシステム（車両、マンパワー、電力供給）の整備不足

　上記報告を受け、本調査団はプロジェクトの活動進捗状況を把握し、上記課題を検討したうえ

必要に応じ、協力実施計画の見直しを行い、協力内容の適正化を図ることを目的として、1998年

６月17日から６月24日までの日程で派遣された。
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１－２　調査団の構成

　　　担　　当　　　氏　名　　　　　　　　所　　　属

団長　総　　括　　仲村　英一　　財団法人医療情報システム開発センター理事長

団員　技術協力　　橋爪　章　　　国際協力事業団医療協力部医療協力第一課課長

団員　衛生行政　　佐藤　岳幸　　厚生省大臣官房国際課国際協力室国際協力専門官

団員　通　　訳　　鶴見　朋子　　財団法人日本国際協力センター研修監理員

１－３　調査日程

１－４　主要面談者

(1) モンゴル側関係者

１）対外関係省第一局

　ダワギブ 局長

　サラントゴス 事務官

２）保健社会福祉省

　バットバヤル 大臣

３）保健社会福祉省政策調整・国際協力部

　エンフバット（Dr.） 対外関係局長

　ナランゲレル（Dr.） 事務官

　バトトムル（Dr.） 事務官

４）保健社会福祉省公衆衛生研究所

　ナラントゥヤ（Dr.） 所長

日順 月　日 曜日 移　動　お　よ　び　業　務
第１日

第２日

第３日

第４日

第５日
第６日
第７日

第８日

６・17

６・18

６・19

６・20

６・21
６・22
６・23

６・24

水

木

金

土

日
月
火

水

移動（団長除く３名）成田→関西（JL-115）、
　　　　　　　　　　関西→ウランバートル（OM-904）
在モンゴル日本国大使館表敬、プロジェクトとの打合せ、
保健社会福祉省、対外関係省、ＷＨＯとの協議
国立公衆衛生研究所、国立感染症研究センター、
ＵＮＩＣＥＦとの協議
プロジェクトとの打合せ
団長　移動　成田→関西（JL-115）、
　　　　　　関西→ウランバートル（OM-904）
プロジェクトとの打合せ
保健社会福祉大臣表敬、保健社会福祉省との協議
プロジェクト合同調整委員会、ミニッツ署名・交換、
ＪＩＣＡモンゴル事務所、在モンゴル日本国大使館報告
移動　ウランバートル→関西（OM-903）
　　　関西→成田（JL-114）
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　オユンビレグ（Dr.） 次長

　エンクトゥヤ（Dr.） 研究員

　ウヌルサイハン 検査技師

　ハルヅァンフー 検査技師

５）保健社会福祉省感染症研究センター

　トゴーチ（Dr.） 統計課長

　アルタンツェツェク（Dr.） 統計課長代理

　ゲレルスレン（Dr.） 所員

　エンクトゥヤ（Dr.） 所員（疾病調査統括）

　オルギル（Dr.） 所員（コールドチェーン統括）

　アナンド（Dr.） 所員

　ナリヤード（Dr.） 所員（ウランバートル市内ＥＰＩ総括）

６）ＷＨＯモンゴル事務所

　デ・シルバ（Dr.） 代表

７）ＷＨＯ西太平洋地域事務局

　佐藤　芳邦（Dr.） テクニカルオフィサー

　高橋　小枝 研修生

８）ＵＮＩＣＥＦウランバートル事務所

　ガービン 代表代行（保健栄養専門官）

　ウドバル 保健栄養専門官補

(2) 日本側関係者

１）在モンゴル日本国大使館

　久保田眞司 特命全権大使

　的場　聡司 二等書記官

２）ＪＩＣＡモンゴル事務所

　四釜　嘉総 所長

　江川　敬三 所員

　城水　　健 所員

３）母と子の健康プロジェクトチーム

　伊藤　晴通（Dr.） プロジェクトリーダー

　川中　　信 調整員兼専門家

　山田智恵里 専門家
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２．２．２．２．２．要　　約要　　約要　　約要　　約要　　約

　本調査団の派遣目的は、1997年10月のプロジェクト開始からこれまでの活動をレビューし、プ

ロジェクトチームが策定した今後の活動計画（特に1998年度の活動計画）に助言・提言を行うこ

とにあった。よって、本調査ではプロジェクト関係機関、すなわち日本人専門家、相手国側カウ

ンターパート、ＷＨＯ、ＵＮＩＣＥＦとの協議を踏まえ、プロジェクト合同調整委員会において、

これまでのプロジェクト活動のレビューと今後の活動計画についての報告・討議を行った。

　調査は順調に進められ、大きな問題点もなく終了し、６月23日にミニッツ署名・交換を行った。

以下、今般の調査の概略を示す。

(1) 対外関係省との協議

　調査団の目的を告げ、プロジェクト活動を通じて日本・モンゴル間の友好を深めることを確

認した。

(2) 保健社会福祉省との協議

　モンゴル側から積極的にプロジェクト実施計画が示されれば、それを支援する旨を告げたと

ころ、予算計画にあたっての問題点（予算総額がわからないので計画が困難であること、当初

想定していなかった活動の経費については他ドナーとの調整が必要になっていること）が提起

された。それについては、専門家（調整員）と綿密に次年度計画を打ち合わせることで解決し

てほしい旨を説明した。

　また、Ｂ型肝炎ワクチンおよび診断薬について、すでに1996年に要請しているが回答がな

い旨の不満が同国側より表明された。それに対しては、改めてＥＰＩ戦略上の肝炎対策の位置

づけを明確にしてほしい旨説明し、ＪＩＣＡ本部でも供与の可否について慎重に検討している

旨を告げた。

　さらに、供与機材の管理上の問題が同国側より提起された。それについては、機材ごとに台

帳登録し、責任者を定めるべきであるという原則に理解を得た。

(3) ＷＨＯとの協議

　ドナー間調整（会議）の必要性につき合意した。

(4) ＵＮＩＣＥＦとの協議

　ＥＰＩとＩＤＤ対策については、活動目的が共通であるので、協調が必要である旨合意し

た。また、ＩＥＣ活動については、モンゴル・ＵＮＩＣＥＦ・ＪＩＣＡ間の協調を具体化した
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く、ＵＮＩＣＥＦがＩＤＤを他の微量栄養素問題等とのパッケージで戦略展開していることに

鑑み、ＪＩＣＡとしてもＩＤＤのＩＥＣ活動に付随して微量栄養素問題を取り扱うこと自体に

は問題はない旨を説明した。

(5) 公衆衛生研究所との協議

　モンゴル側より、ヨードを供与していただいている千葉県民への謝意が表明され、必要な

人々のところに確実に千葉県民の善意が届けられるように、という視点で調査活動が進められ

ることを合意し、そのためには塩の流通についての調査も必要であることを確認した。それに

関連して、製塩工場の民営化の状況について調査を行う旨が同国側より表明された。

　以前より専門家から指摘されていたとおり、千葉県から無償供与しているヨードがだぶつい

ているという事実はなく、ヨード添加塩の流通が市民の経済状況等の理由により滞っている

（可能性がある）ことが表明された。千葉県からの５年間のヨード供与が途絶えた後の自主調

達努力については、政府への働きかけを行う旨が表明された。ヨードの調達ができなくなれ

ば、プロジェクト活動の一切が水泡と帰してしまうとの認識もあわせて表明された。

　また、ＩＤＤ対策活動で得られた技術は、他の問題（フッ素過剰症、微量栄養素問題等）へ

も応用できる旨を告げ、合意した。

　さらに、プロジェクト活動に必要なカウンターパートの確実な応援要員の確保について確認

した。

(6) 感染症研究センターとの協議

　肝炎ウイルス保有者率が12～15％あり、肝炎対策の必要性が訴えられた。あわせて、肝炎

ワクチンの製造体制が整いつつあることが表明された（コスト安で製造できる見込みであるの

で、輸入するよりも経済的であるということであった）。

　サーベイランスのためのコンピュータネットワーク計画やコールドチェーン整備計画（バイ

クの郡レベルへの配置等）が示されたが、機器補修／更新やランニングコストの問題等、サス

ティナビリティを熟慮した計画策定が重要である旨を説明した。

　また、感染症対策特別機材として調達したインド製ワクチンによる被接種者の副作用報告が

相次いだため、2000人規模の被接種者調査をしたところ、45％に発熱、28％に腫脹、19％に

硬結があったことが判明したことが報告された。（附属資料②）

(7) 保健社会福祉大臣表敬

　団長より、本プロジェクトが着実に活動を展開している旨を報告し、今後のいっそうの支援

を依頼した。
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　それに対して大臣より、モンゴル国内のプロジェクトについては、予算の３分の２は援助を

必要としている人々に届くべきであるという原則がある旨が説明された。また、５年間の予算

計画が提示されるべきであることが表明されたため、それについては、プロジェクト合同調整

委員会において、予算計画の概略が述べられることになっている旨を説明した。

(8) プロジェクト合同調整委員会

　ＵＮＩＣＥＦ、ＷＨＯを含むプロジェクト関係者により、これまでのプロジェクト活動のレ

ビューと今後の活動計画についての報告がなされ、討議が行われた。

(9) ミニッツ署名・交換

　以上の協議を踏まえ、６月23日、保健社会福祉省エンフバット政策調整・国際協力部対外

関係局長と本調査団仲村団長との間で、ミニッツの署名・交換を行った。（附属資料①）

(10) その他

　調査期間中、モンゴル側関係機関と日本人専門家チームが作成した、本プロジェクト協力期

間中のＩＤＤ対策およびＥＰＩに関する活動報告書およびマスタープラン（案）を入手した。

（附属資料③、④、⑤）



附　属　資　料附　属　資　料附　属　資　料附　属　資　料附　属　資　料

①　Minutes of Discussions

②　Survey on side effects of DTP vaccines produced by

　　Serum Institute of India

③　Report of Estimated Salt Consumption among Residents

　　in Ulaanbaatar, 1998

④　Master Plan of the project of the Mongolian Ministry of Health and

　　Social Welfare and Japan International Cooperation Agency

　　for the IDD Elimination Program (Draft)

⑤　EPI in Mongolia (Draft)
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